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平成１９年 ３月期 決算短信 

平成１９年 ４月２７日 

上 場 会 社 名        沖ウィンテック株式会社      上場取引所 東証二部 
コ ー ド 番 号         1767                        （ＵＲＬ  http://www.okiwintech.co.jp) 
代  表  者 （役職名） 代表取締役社長    （氏名） 佐野 勝彦 
問合せ先責任者 （役職名） 常務取締役経理部長  （氏名） 大島 秀介    ＴＥＬ (03)3740－2111 
定時株主総会開催予定日  平成 19 年 ６月 26 日 配当支払開始予定日   平成 19 年 ６月 27 日 
有価証券報告書提出予定日 平成 19 年 ６月 26 日  
  

（百万円未満切捨て） 
１．19 年３月期の連結業績（平成 18 年 ４月 １日～平成 19 年 ３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年３月期 
18 年３月期 

28,624    8.5 
26,382   △8.0 

967    17.2
826   △19.3

1,048    15.1 
910   △16.3 

479  △7.4
517   6.0

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

19 年３月期 
18 年３月期 

39.74 
42.86 

     － 
     － 

3.6 
4.0 

4.0 
3.6 

3.4 
3.1 

(参考) 持分法投資損益       19 年３月期    － 百万円  18 年３月期      － 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年３月期 
18 年３月期 

27,060 
24,963 

13,685 
13,309 

50.5 
53.3 

1,133.00 
1,102.35 

(参考) 自己資本       19 年３月期 13,675 百万円  18 年３月期 － 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年３月期 
18 年３月期 

1,578 
1,336 

△261 
25 

△366 
△166 

6,894 
5,943 

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日）中間期末 期末 年間 

配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

18 年３月期 
19 年３月期 

4.00 
4.00 

4.00 
4.00 

8.00
8.00

96 
96 

18.7
20.1

0.7 
0.7 

20 年３月期 
（予想） 

4.00 4.00 8.00
 

17.9
 

 
 
３．20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年 ４月 １日～平成 20 年 ３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円  銭

中 間 期 
通    期 

10,900  10.0 
30,300  5.9 

△160   －
985  1.8

   △105   －
1,060  1.1

△100   － 
540  12.6 

△8.28 
44.73 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
新規  － 社（社名 － ）   除外 － 社（社名 － ） 
 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
〔(注)詳細は、18 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年３月期 12,100,000 株 18 年３月期 12,100,000 株 
②期末自己株式数  19 年３月期 29,540 株 18 年３月期 26,440 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24 ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１.19 年３月期の個別業績(平成 18 年 ４月 １日～平成 19 年 ３月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年３月期 
18 年３月期 

25,726     2.1 
25,191    △8.3 

803     7.2
749   △23.2

920     5.8 
870   △19.3 

432     △11.8
490   △ 1.7 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

19 年３月期 
18年３月期 

35.85 
40.63 
       － 
       － 

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年３月期 
18年３月期 

24,933 
23,516 

13,043 
12,724 

52.3 
54.1 

1,080.63 
1,053.91 

(参考) 自己資本       19 年３月期 13,043 百万円  18 年３月期 － 百万円   
２．20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年 ４月 １日～平成 20 年 ３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％  円 銭
中 間 期 
通    期 

9,500  4.7 
26,700  3.8 

△100   －
820  2.1

△10   －
920  △0.0

△30   － 
470  8.6 

△2.49 
38.93 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 

上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性

を含んでいます。実際の業績は、様々な要因により、これら業績予想は大きく異なる結果となり得る

ことをご承知おき下さい。 

なお、上記予想に関する事項は、添付資料４ページをご参照下さい。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

完 成 工 事 高 ： ２８６億２４百万円 （前期比 ８．５％増） 

営 業 利 益 ：  ９億６７百万円 （前期比１７．２％増） 

経 常 利 益 ： １０億４８百万円 （前期比１５．１％増） 

当 期 純 利 益 ： ４億７９百万円 （前期比 ７．４％減） 

１株当たり当期純利益 ： ３９円７４銭 （前期比 ３円１２銭減）

 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善とそれに伴う設備投資の増加により、

息の長い緩やかな拡大基調にて推移いたしました。 

当社グループの事業領域におきましては、公共工事は低調に推移しましたが、民間工事におい

ては設備投資の増加を背景に商談は増えてきております。しかしながら、建設資材等の調達コス

トの増加、更には受注競争の激化など価格競争は熾烈を極めております。 

このような事業環境のもとにあって、グループ全体をあげて顧客重視の積極的な「攻めの経営

の加速」を展開してまいりました。 

その結果、当連結会計年度の連結完成工事高は、前期比 8.5%増の 286 億 24 百万円になりまし

た。 

情報通信システム部門につきましては、企業通信市場のＩＰ化へのシフトを見据えてモバイル

セントレックスシステム、セキュリティ関連工事やネットワーク構築工事等の受注に注力したこ

と、および無線技術の強化と事業領域の拡大など、シナジー効果を図るため、昨年７月に㈱シス

テムインテックを子会社化したこと等により、連結完成工事高は、前期比 4.5%増の 174 億 27 百

万円（構成割合 60.8％）になりました。 

一方、電気設備部門につきましては、民間工事の活発な需要を背景に、重要顧客への営業強化、

リニューアル工事・ビルマネジメントシステムへの注力等により、連結完成工事高は、前期比

15.5%増の 109 億 80 百万円（構成割合 38.4%）になりました。 

収益につきましては、技術者の効率的配置による生産性の向上や個別プロジェクトの工程進捗

管理の徹底等の原価低減諸施策を着実に実行しました結果、営業利益は前期比 17.2%増の９億 67

百万円、当期純利益は前期に計上した固定資産の売却益が当期にはないため等により前期比 7.4%

減の 4 億 79 百万円になりました。 
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業績推移   （単位:百万円）

 
第 44 期 
平成 16 年 3 月期 

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期 

第 47 期 
平成 19 年 3 月期 

完 成 工 事 高 ３２，９９５ ２８，６８２ ２６，３８２ ２８，６２４

営 業 利 益 １，４６９ １，０２３ ８２６ ９６７

経 常 利 益 １，５３３ １，０８８ ９１０ １，０４８

当 期 純 利 益 ２４４ ４８８ ５１７ ４７９

自己資本当期純利益率(%) ２．０ ３．９ ４．０ ３．６

総資産経常利益率(%) ５．５ ４．２ ３．６ ４．０

売上高営業利益率(%) ４．５ ３．６ ３．１ ３．４

１株当たり当期純利益 

         (円) 
２２．２４ ４０．３９ ４２．８６ ３９．７４

株 価 収 益 率 ( 倍 ) １８．６ １４．６ １７．０ １３．０

従 業 員 数 （ 人 ） ７３５ ７１２ ６８７ ７３４

 

（次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、原油価格の高止まり、円相場の動向の内外経済に与える影響や、

米国・中国経済の不透明感等の懸念がありますが、企業部門の好調さが持続しており、設備投資

も堅調に推移すると思われ、国内民間需要に支えられた景気回復が続くものと見込まれます。 

当社グループの事業領域であります建設市場におきましては、企業の設備投資の増加に伴って、

引き合い物件は増えておりますが、価格競争はますます激化しており、引き続き厳しい状況で推

移すると予想されます。 

このような事業環境のもと、営業力の強化を目的として本年４月１日に、情報通信および電気

設備の事業方針の徹底および意思決定の迅速化を図るため、情報通信営業本部と電気営業本部の

２営業本部体制といたしました。新営業本部体制のもと、顧客密着のきめ細やかなスピードある

営業展開を推進し、受注拡大を図ります。 

情報通信システム分野につきましては、ブロードバンド化やＩＰ化・モバイル化の急速な進展

の中で、様々なネットワーク関連ビジネスが拡大しております。特に中・小規模事業者のＩＰ化

は、無線化へのシフトとあいまって活発化が予想されます。このような市場見通しの中、技術・

営業・ＳＥ・施工・サポートサービスをトータルで提供できる当社の強みを充分に活かし、無線

ＬＡＮシステム、光・ネットワーク構築工事、携帯電話関連工事、セキュリティシステム等、事

業の拡大を目指します。 

また、九州地区全域における販売網の強化と保守サービス事業の強化を目的に九州沖通信機㈱

ならびに㈱山田商会の２社を本年４月１日に子会社化し、両社の強みである地元密着型の営業基

盤を最大限に活かし、顧客ニーズにお応えすると同時に経営資源の効率運用と拠点体力増強を図

ります。 

電気設備分野につきましては、スクラップ＆ビルドからオフィスコンバージョンへと変化する

市場に対応するため、リニューアル物件を専門に担当する営業セクションを新設いたしました。

また、既存顧客を基軸にしたクロスセルにより、情報通信システム分野の受注拡大にも積極的に

取り組んでまいります。 

保守サービス事業につきましては、リニューアルしたカスタマサポートセンタを核に高度な保

守サービスを全国に提供し、「２４時間３６５日、安全・安心・確実」な保守サービスの更なる向

上を図り、お客様の信頼・お客様満足の向上を目指してまいります。また、新規保守サービスへ

の取り組みや保守契約の増大のため種々の施策を実施するとともに、引き続きリモートメンテナ

ンスの拡大に注力いたします。 
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急激な技術革新をいち早く取り込み、拡大するビジネスチャンスを確実に捉え、情報通信シス

テム部門と電気設備部門の二本柱の強みと、充実した保守サービス体制を備えたワンストップサ

ービスを提供する企業グループとして顧客重視の営業を推進し、受注・売上・収益の最大化を目

指した「攻めの経営の加速」を展開してまいります。また、採算性に重点をおいた受注活動を徹

底し、厳しい競争環境に打ち勝つためにプロジェクト単位のコスト管理、施工管理技術の高度化、

工程進捗管理の徹底、施工生産性の向上等によりコスト削減を図り、更なるコスト競争力の強化

に努めてまいります。 
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（２）財政状況に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況に関する分析 

当連結会計年度末の総資産は 270 億 60 百万円となり、前連結会計年度末に比し 20 億 97 百万

円増加いたしました。 

流動資産は 197 億 81 百万円となり、20 億 72 百万円の増加となりました。これは主に現金預

金の増加(９億 47 百万円)、完成工事高の増加等による受取手形・完成工事未収入金等の増加(８

億１百万円)等によるものであります。 

固定資産は 72 億 79 百万円となり、25 百万円の増加となりました。これは主に有形・無形固

定資産の取得による増加(２億２百万円)、評価差額の減少等による投資有価証券の減少(１億

22 百万円)等によるものであります。 

当連結会計年度末の負債合計は 133 億 75 百万円となり、前連結会計年度末に比し 17 億 21 百

万円増加いたしました。 

流動負債は 105 億 26 百万円となり、17 億円の増加となりました。これは主に支払手形・工

事未払金の増加(14 億 44 百万円)、未払法人税等の増加(１億 33 百万円)等によるものでありま

す。 

固定負債は 28 億 48 百万円となり、20 百万円の増加となりました。 

当連結会計年度末の純資産合計は 136 億 85 百万円となり、前連結会計年度末に比し３億 76

百万円増加いたしました。これは主に当期純利益の計上による増加(４億 79 百万円)、配当金の

支払による減少(96 百万円)によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の増加、

法人税等の支払額の減少等により、前年同期に比し２億 41 百万円キャッシュ・イン増の 15 億

78 百万円のキャッシュ・インとなりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得を中心に、前年同期に比

し２億 86 百万円キャッシュ・アウト増の２億 61 百万円のキャッシュ・アウトとなりました。

（前期は固定資産の売却による収入が２億 16 百万円ありました。） 

営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリー

キャッシュ・フローは、前年同期に比し 44 百万円キャッシュ・イン減の 13 億 17 百万円のキャ

ッシュ・インとなりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により、前年同期に比し２億

円キャッシュ・アウト増の３億 66 百万円のキャッシュ・アウトとなりました。 

この結果、「現金及び現金同等物の期末残高」は、期首より９億 50 百万円増加し 68 億 94 百

万円となりました。 
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③財政状態推移 

 （単位：百万円）

 
第 44 期 
平成 16 年 3 月期 

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期 

第 47 期 
平成 19 年 3 月期 

純 資 産 額 １２，１９４ １２，７０２ １３，３０９ １３，６８５

総 資 産 額 ２６，４１６ ２５，８１９ ２４，９６３ ２７，０６０

１株当たり純資産額(円) １，１０８．６０ １，０５０．７８ １，１０２．３５ １，１３３．００

自 己 資 本 比 率 ( % ) ４６．２ ４９．２ ５３．３ ５０．５

営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
１，３４３ １４４ １，３３６ １，５７８

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
△   ２３６ △   １８５ ２５ △   ２６１

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
５８ ８９ △   １６６ △   ３６６

現金及び現金同等物 

の 期 末 残 高 
４，６９９ ４，７４７ ５，９４３ ６，８９４

 

④キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
第 44 期 
平成 16 年 3 月期 

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

第 46 期 
平成 18 年 3 月期 

第 47 期 
平成 19 年 3 月期 

自 己 資 本 比 率 ( ％ ) ４６．２ ４９．２ ５３．３ ５０．５

時 価 ベ ー ス の 

自己資本比率（％）
１７．２ ２７．５ ３５．３ ２３．０

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（％）
２７．３ ３８４．０ ３８．８ ２１．１

イ ン タ レ ス ト ・ 

カバレッジ・レシオ
４５１．５ ２６．２ ３０５．７ ３３４．４

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

る全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の

利息の支払額を使用しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は、安定配当を基本としつつ、株主の皆様への利益還元と、将来の事業展開のため内部

留保とのバランスを考慮し、配当を行うことを基本方針としております。 

当期の配当につきましては、中間配当として１株当たり４円を実施し、期末配当も同額の４

円として、年間８円とさせていただきたく定時株主総会に提案する予定であります。 

また、次期の配当につきましては、当社を取り巻く建設市場は減少傾向にあり、厳しい競争

を強いられることが予想され、予断を許さない状況にありますが、現時点では、中間配当４円、

期末配当４円の年間８円を予定しております。 

 

（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼすリスクには、様々な要因が

あり、当社グループの事業展開上可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、当社グループでコントロールできない外部要因を除いて、事業上のリスクとして具体化す

る可能性が必ずしも高くないと思われる事項を含め、投資判断上重要と考えられる事項につい

て以下へ記載しております。 

なお、文中における将来に関する事項は、決算短信提出日（平成 19 年 4 月 27 日）現在にお

いて当社グループが判断したものであります。 

 

①法的規制について 

当社グループは、我が国における各種法令の遵守に向け「コンプライアンス体制の整備」、「コ

ーポレートガバナンスの充実」等の構築に取り組んでおります。特に、建設業における「公共

工事の入札および契約の適正化の促進に関する法律」（平成 13 年４月施行）を踏まえ建設業法

遵守に向け、モニタリング・事例研究等による定期的な教育および監視活動を実施しておりま

す。しかしながら、万が一にも各種法令等の違反が起こった場合には、監督官庁他からの行政

処分等を受けることになり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

②特定取引先について 

当社グループは、当社の親会社であります沖電気工業㈱ならびに沖電気工業グループ企業の

情報通信システム分野の施工・サービスを一部請負っております。従いまして親会社ならびに

沖電気工業グループ企業の受注動向によっては当社グループの業績が影響を受ける可能性が

あります。 

 

③業績の季節変動について 

当社グループの連結完成工事高は、建設業の特徴であります完成引渡しが著しく下半期に集

中する傾向にあり、契約工期等の変更が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

④個人情報保護について 

当社グループは、事業活動の過程において入手した顧客情報等の個人情報を取り扱っており

ます。個人情報保護につきましては、慎重を期して諸施策を講じております。しかしながら万

一個人情報の漏洩等があれば、顧客をはじめ対外的な信用を失うことになり、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤その他偶発的事象について 

当社グループは、事業を展開している中で起こりうる偶発的事象の結果、係争事案による賠

償義務等が発生することも考えられます。そのことによって当社グループの業績に影響を及ぼ

すことにつきましても同様の可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは、当社、親会社、子会社、関連会社等で構成されており、その主な内容と各社

の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

当社は、情報通信システム、電気設備、その他これらに関連する事業を行っております。 

親会社沖電気工業㈱は、情報通信システム、半導体、プリンタ、その他の製造および販売を事

業としており、当社の情報通信システム分野の大口受注先であります。 

連結子会社芝浦沖電設㈱は、当社が受注した電気設備工事の一部の設計施工およびサポートサ

ービスを中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱オーテムは、当社が受注した情報通信システム工事の一部の設計施工およびサポ

ートサービスを中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱オーケーエンタプライズは、建設資材の販売、車両・事務機器等のリースおよび

不動産賃貸事業を行っております。 

連結子会社沖テレコム㈱は、ノーテルネットワークス社製の通信機器の販売ならびにこれらに

関する設計施工およびサポートサービスを中心に事業を行っております。 

連結子会社㈱システムインテックは、無線技術をベースとした情報通信システム関連のコンサ

ルティング、設計、施工、試験調整、保守運用サービス業務を中心に事業を行っております。 

非連結子会社ジェイ・エヌ・オー㈱は、通信サービス事業ならびに情報通信システム工事の設

計施工およびサポートサービス事業を行っております。 

関連会社九州沖通信機㈱は、沖電気工業㈱製品の販売ならびにこれらに関する施工等を行うと

ともに、当社が受注した情報通信システム工事の一部の設計施工およびサポートサービス等の事

業を行っております。 

 

事業の系統図は概ね次のとおりであります。 

サ

ポ
ー

ト

サ
ー

ビ

ス

等

　

      親会社
　   沖電気工業㈱

販

　

売

顧　　　　　　　　　　　　　客

　連結子会社
　沖テレコム㈱

当　　　　　　　　　　　　　社

※㈱システムインテックは、平成１８年７月に株式を82.4％

　取得し、連結子会社となりました。

販

売

・

工

事

請

負

・

サ

ポ

ー

ト

サ

ー

ビ

ス

　連結子会社
　㈱オーテム

　連結子会社
　芝浦沖電設㈱

電

気

設

備

工

事

　

　

　

　

　

の

施

工

等

　連結子会社
　㈱オーケー
　　エンタプライズ

資

材

販

売

・

リ
ー

ス

一

般

派

遣

事

業

 
工

事

請

負

・

 

サ

ポ
ー

ト

サ
ー

ビ
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情

報

通

信

シ

ス

テ

ム

 

 

機

器

の

仕

入
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報
通
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シ
ス
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電
気
設
備
工
事

 
 
 
 
 
 
の
請
負
・
サ
ポ
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情

報

通

信

シ

ス

テ

ム

 

 

機

器

の

仕

入

情

報

通

信

シ

ス

テ

ム

工

事

　

　

　

　

　

　

　

の

施

工

等

《その他の会社》

　非連結子会社

　　ジェイ・エヌ・オー㈱　情報通信システム工事の施工等

　　他

　関連会社

　　九州沖通信機㈱　　　　情報通信システム工事の施工等

　連結子会社
　※㈱システムインテック

販

売

・

工

事

請

負

・

サ

ポ

ー

ト

サ
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ビ
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情
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信
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、情報通信システム分野と電気設備分野を事業の両輪として、長年培ってき

た両事業分野の実績と強みを活かし、激変する技術革新を先取りし、事業環境の変化に迅速に

対応すべく、グループ全体をあげて積極的な「攻めの経営の加速」を推進しております。お客

様の多様化・高度化するニーズに応え、高品質で顧客満足度の高い幅広いサービスの提供を行

い、企業価値の向上に努めていくことを経営の基本方針としております。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、経営効率の向上による収益力の強化を図るため、売上高営業利益率５％以

上を経営指標とし、受注・売上・収益の最大化に取り組んでおります。 

 

（３）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

わが国の景気は緩やかな拡大基調にありますが、当社を取り巻く経営環境は競争が激化し、

厳しい状況が続くと思われます。このような環境下において、当社グループは、企業価値の増

大を目指し、「攻めの経営の加速」を展開するため、平成 19 年度を初年度とする中期経営計画

を策定いたしました。 

受注・売上・収益の最大化を図るべく、平成 21 年度の最終年度に営業利益率５％以上を目標

としました。具体的には、①顧客重視の提案営業力、販売チャネルの強化 ②保守サービス事業

の強化・拡大 ③施工生産性の向上等コスト競争力の強化 ④活力ある人事施策の改善 ⑤内部統

制の構築等、経営管理体制の強化 を実行推進してまいります。 
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４．連結財務諸表 

(１)連結貸借対照表 

        （単位：百万円）

前連結会計年度 

（平成18年3月31日現在）

当連結会計年度 

（平成19年3月31日現在） 
増 減 年度別

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
  ％  ％  

（ 資 産 の 部 ）     
Ⅰ 流 動 資 産      

現 金 預 金 ２，１４２ ３，０８９  
受取手形・完成工事未収入金等  １０，２４４ １１，０４６   

有 価 証 券  ３，８０１ ３，９０５   

未 成 工 事 支 出 金 等  １，１３５ １，３３８   

繰 延 税 金 資 産 ２９０ ３１８   

そ の 他  １２０ １１３   

貸 倒 引 当 金  △     ２５ △     ３０   

流 動 資 産 合 計  １７，７０９ ７０．９ １９，７８１ ７３．１ ２，０７２ 

Ⅱ 固 定 資 産      

１ 有 形 固 定 資 産   

建 物 ・ 構 築 物  １，４３５ １，４８３   

機械・運搬具・工具器具備品  １，２２６ １，３０３   

土 地  ２，５１３ ２，５１３   

建 設 仮 勘 定 ― ５   

減 価 償 却 累 計 額 △  １，７０１ △  １，７５０   

有 形 固 定 資 産 合 計  ３，４７３ ３，５５６   

２ 無 形 固 定 資 産 １３４  ２５４   
３ 投資その他の資産      
投 資 有 価 証 券 １，７９４ １，６７１  
長 期 貸 付 金 １７８ １４７  
繰 延 税 金 資 産 ８７３ ８１８  
そ の 他 ９１３ ９４１  
貸 倒 引 当 金  △    １１４ △    １１１  
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ３，６４５ ３，４６８   

固 定 資 産 合 計  ７，２５４ ２９．１ ７，２７９ ２６．９ ２５ 

資 産 合 計  ２４，９６３ １００．０ ２７，０６０ １００．０ ２，０９７ 
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        （単位：百万円）

前連結会計年度 

（平成18年3月31日現在）

当連結会計年度 

（平成19年3月31日現在） 
増 減 年度別

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
    
（ 負 債 の 部 ）  

％

 
％ 

 
Ⅰ 流 動 負 債      
支払手形・工事未払金等  ６，６０８ ８，０５２   
短 期 借 入 金  ５０５ ３２０   
未 払 費 用  ８３１ ８４３   
未 払 法 人 税 等  １８７ ３２１   
未 払 消 費 税 等  ２２３ ２５２   
未 成 工 事 受 入 金  ３１５ ３１６   
完成工事補償引当金  ７ ７   
工 事 損 失 引 当 金 ― ４９   
そ の 他  １４７ ３６３   
流 動 負 債 合 計  ８，８２６ ３５．４ １０，５２６ ３８．９ １，７００

Ⅱ 固 定 負 債      
長 期 借 入 金  ０ ０   
退 職 給 付 引 当 金  ２，６７３ ２，６７２   
役員退職慰労引当金  １４１ １６３   
そ の 他  １２ １２   
固 定 負 債 合 計  ２，８２７ １１．３ ２，８４８ １０．５ ２０

負 債 合 計  １１，６５４ ４６．７ １３，３７５ ４９．４ １，７２１

  
（少数株主持分）  ― ― ― ― ―

     
（ 資 本 の 部 ）      
Ⅰ 資  本  金  ２，００１ ８．０ ― ― ―

Ⅱ 資 本 剰 余 金  １，６００ ６．４ ― ― ―

Ⅲ 利 益 剰 余 金  ９，２３５ ３７．０ ― ― ―

Ⅳその他有価証券評価差額金 ４８６ ２．０ ― ― ―

Ⅴ 自 己 株 式 △     １５ △ ０．１ ― ― ―

資 本 合 計  １３，３０９ ５３．３ ― ― ―

負債、少数株主持分及び資本合計  ２４，９６３ １００．０ ― ― ―

     
（ 純 資 産 の 部 ）      
Ⅰ 株 主 資 本  
資 本 金 ― ― ２，００１ ７．４ ―

資 本 剰 余 金 ― ― １，６００ ５．９ ―

利 益 剰 余 金 ― ― ９，６１８ ３５．６ ―

自 己 株 式 ― ― △     １７ △ ０．１ ―

株 主 資 本 合 計 ― ― １３，２０３ ４８．８ ―

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等   
その他有価証券評価差額金  ― ― ４７１ １．８ ―

評価・換算差額等合計 ― ― ４７１ １．８ ―

Ⅲ少数株主持分 ― ― １０ ０．０ ―

純 資 産 合 計  ― ― １３，６８５ ５０．６ ―

負 債 純 資 産 合 計  ― ― ２７，０６０ １００．０ ―
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(２)連結損益計算書 
（単位：百万円）

前連結会計年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

当連結会計年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 

 
 

科 目 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 増減比
   ％ ％ ％

Ⅰ 完 成 工 事 高  ２６，３８２ １００．０ ２８，６２４ １００．０ ２，２４１ ８．５ 

Ⅱ 完 成 工 事 原 価  ２１，６３１ ８２．０ ２３，７１５ ８２．８ ２，０８４ ９．６

完成工事総利益  ４，７５１ １８．０ ４，９０８ １７．２ １５７ ３．３  

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３，９２５ １４．９ ３，９４１ １３．８ １５ ０．４

営 業 利 益  ８２６ ３．１ ９６７ ３．４ １４１ １７．２ 

Ⅳ 営 業 外 収 益   

受 取 利 息 １３ ２０  

受 取 配 当 金 １４ ２２  

貸倒引当金戻 入 １２ ０  

そ の 他 ５０ ９１ ０．４ ４５ ８９ ０．３ △    １  △ １．９ 

Ⅴ 営 業 外 費 用   

支 払 利 息 ４ ４  

手 形 売 却 損 １ ０  

そ の 他 １ ６ ０．０ ２ ８ ０．０ ２  ３２．８ 

経 常 利 益  ９１０ ３．５ １，０４８ ３．７ １３７ １５．１

Ⅵ 特 別 利 益   

固定資産売却益 ７７ ０  

投資有価証券売却益 １５ ―  

貸倒引当金戻入益 ― ９３ ０．４ ０ ０ ０．０ △   ９２  △９９．６

Ⅶ 特 別 損 失   

固定資産売却損 ０ ０  

固定資産除却損 ５ １１  

ゴルフ会員権評価損 ― ０  

貸倒引当金繰入額 ― ４  

特 別 退 職 金 ３４ ４０ ０．２ ６ ２２ ０．１ △   １７  △４３．８
税 金 等 調 整 前 
当 期 純 利 益  ９６３ ３．７ １，０２６ ３．６ ６２ ６．５

法人税、住民税及び事業税 ３８２ ４９２  

法人税等調整額 ６３ ４４５ １．７ ５３ ５４５ １．９ ９９ ２２．４

少 数 株 主 利 益  ― ― １ ０．０ １ ―

当 期 純 利 益  ５１７ ２．０ ４７９ １．７ △   ３８ △ ７．４
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(３)連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書 
  連結剰余金計算書 
  （単位：百万円）

前連結会計年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

年度別 
 
 
科 目 金   額 
（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 １，６００ 

Ⅱ 資本剰余金期末残高 １，６００ 

 （利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 ８，８３８ 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高  

1 当 期 純 利 益 ５１７ ５１７ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高  

1 配 当 金 １２０ １２０ 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 ９，２３５ 
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 連結株主資本等変動計算書 
当連結会計年度（自平成 18 年４月１日 至平成 19 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 
 株主資本 

 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 2,001 1,600 9,235 △15 12,822

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当(注) △48  △48

剰余金の配当 △48  △48

当期純利益 479  479

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額（純額） 
 ―

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 383 △1 381

平成 19 年 3 月 31 日残高 2,001 1,600 9,618 △17 13,203

 
 評価・換算差額等 

 その他有価

証券評価差

額金 

評価・ 

換算差額 

等合計 

少数 

株主 

持分 

純資産 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 486 486 ― 13,309 

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当(注) ― △48 

剰余金の配当 ― △48 

当期純利益 ― 479 

自己株式の取得 ― △1 

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額（純額） 
△14 △14 10 △4 

連結会計年度中の変動額合計 △14 △14 10 376 

平成 19 年 3 月 31 日残高 471 471 10 13,685 

(注)平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(４)連結キャッシュ・フロー計算書       （単位：百万円） 
前連結会計年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日

当連結会計年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

増  減 

年度別 
 
 
科 目 金   額 金   額 金   額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ９６３ １，０２６ ６２

減 価 償 却 費 １９６ １９８  

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ８ ―  

の れ ん 償 却 額 ― １４  

貸倒引当金の増減額（減少：△） △     １７ ５  

工事損失引当金の増減額（減少：△） ― ４９  

退職給付引当金の増減額（減少：△） △     ９７ △      １  

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） △     ５０ △     １７  

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △     ２７ △     ４３  

支 払 利 息 ４ ４  

固 定 資 産 売 却 益 △     ７７ △      ０  

固 定 資 産 売 却 損 ０ ０  

固 定 資 産 除 却 損 ５ １１  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △     １５ ―  

特 別 退 職 金 ３４ ６  

売 上 債権の増減額（増加：△） ２，４２５ △    ６２７  

未成工事支出金等の増減額（増加：△） △    １９５ △    １３０  

仕 入 債務の増減額（減少：△） △  １，１６８ １，２７６  

未成工事受入金の増減額（減少：△） △     １７ １  

未払消費税等の増減額（減少：△） △     ３３ ２７  

そ の 他 △     ５０ １０７  

小 計 １，８８７ １，９１０ ２２

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２７ ４３  

利 息 の 支 払 額 △      ４ △      ４  

特 別 退 職 金 の 支 払 額 △     ２９ △      ６  

法 人 税 等 の 還 付 額 １０ １  

法 人 税 等 の 支 払 額 △    ５５５ △    ３６５  

営業活動によるキャッシュ・フロー １，３３６ １，５７８ ２４１

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有 形 固定資産の取得による支出 △    １２０ △    １９７  

有 形 固定資産の売却による収入 ２１６ ０  

無 形 固定資産の取得による支出 △     ２０ △     ６０  

投 資 有価証券の取得による支出 △     ５６ △      ３  

投 資 有価証券の売却による収入 ２８ ―  

連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による支出 △     ２１ ―  

そ の 他 △      ０ △      ０  

投資活動によるキャッシュ・フロー ２５ △    ２６１ △   ２８６

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短 期 借 入 れ に よ る 収 入 ２５０ １２０  

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △    ２２４ △    ２４５  

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △     ６０ △    １４３  

配 当 金 の 支 払 額 △    １２０ △     ９６  

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △     １０ △      １  

財務活動によるキャッシュ・フロー △    １６６ △    ３６６ △   ２００

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） １，１９５ ９５０ △   ２４５

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ４，７４７ ５，９４３ １，１９５

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ５，９４３ ６，８９４ ９５０
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(５)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 ５社 
連結子会社は、芝浦沖電設㈱、㈱オーテム、㈱オーケーエンタプライズ、沖テレコム㈱、   

㈱システムインテックの５社であります。 
主要な非連結子会社 ジェイ・エヌ・オー㈱ 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
２．持分法の適用に関する事項 
非連結子会社ジェイ・エヌ・オー㈱他及び関連会社九州沖通信機㈱については連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 
 時価のないもの  移動平均法による原価法 
②たな卸資産 
(ｲ)未成工事支出金  個別法による原価法 
(ﾛ)材料貯蔵品  総平均法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 
①有形固定資産  定率法によっております。 

  ただし、平成 10 年度以降取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法によっております。 
②無形固定資産  定額法によっております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。 
(3)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 
②完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結

会計年度末に至る１年間の完成工事高に対する将来の

見積補償額に基づいて計上しております。 
③工事損失引当金  受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計

年度末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高

く、かつ金額を合理的に見積もることができる場合に、

その損失見込額を計上しております。 
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④退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 
  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法に

より費用処理しております。 
  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）

による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしております。 
  なお、一部の子会社は、会計基準変更時差異について

15 年による按分額を費用処理しております。 
⑤役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(5)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
①長期請負工事の収益計上基準 
請負金額２億円超で、かつ工期が 24 ヵ月を超える工事については、工事進行基準を適

用しており、完成工事高は 323 百万円であります。 
②消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
のれん及び負ののれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積もり、20

年以内の合理的な年数で規則的に償却しております。 
６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 
 

(６)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は 13,675 百万円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
 

(７)注 記 事 項 
 
（連結貸借対照表関係） 前連結会計年度 当連結会計年度 
１．非連結子会社及び関連会社に対する金額 
投資有価証券（株式） 17 百万円 17 百万円 

２．無形固定資産に含まれる連結調整勘定 32 百万円 ― 
３．連結会計年度末満期手形 
連結会計年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が当連結会

計年度末日の残高に含まれております。 
受取手形 ― 18 百万円 

 



沖ウィンテック㈱ (1767) 平成 19 年３月期決算短信 

-19- 

 
（連結損益計算書関係） 前連結会計年度 当連結会計年度 
１．固定資産売却益の主なもの 土地及び建物 車両 
２．固定資産売却損の主なもの 工具器具備品 車両 
３．固定資産除却損の主なもの 建物及び 建物及び 
  工具器具備品  工具器具備品 
   
（連結株主資本等変動計算書関係） 
 当連結会計年度（自平成 18 年４月１日 至平成 19 年３月 31 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株） 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式     

 普通株式 12,100,000 ― ― 12,100,000 

合計 12,100,000 ― ― 12,100,000 

自己株式     

 普通株式 26,440 3,100 ― 29,540 

合計 26,440 3,100 ― 29,540 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 
 
２．配当に関する事項 

①配当金支払額 
決議 株式の種類 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成 18 年６月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 48 4.00 平成 18 年３月 31 日 平成 18 年６月 30 日

平成 18 年 10 月 26 日 

取締役会 
普通株式 48 4.00 平成 18 年９月 30 日 平成 18 年 12 月５日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるも

の 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の

総額 

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 19 年６月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 48 4.00 平成 19 年３月 31 日 平成 19 年６月 27 日

 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

現金預金勘定 2,142 百万円 3,089 百万円 

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ等 3,801 百万円 3,804 百万円 

現金及び現金同等物 5,943 百万円 6,894 百万円 

 
（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める情

報通信システム及び電気設備工事業の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

２．所在地別セグメント情報 

在外支店及び在外連結子会社がないため、記載しておりません。 

３．海外売上高 

海外売上高が連結売上高の 10％未満で重要性がないため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 
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（リース取引関係） 
決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略いたします。 

 

（関連当事者との取引） 
前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

取引の内容
取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

親会社 沖電気工 

業㈱ 

東京都 

港区 

67,882 兼任 

２人 

受 取 手

形・完成

工 事 未

収 入 金

等 

2,686

    

(被所有)

直接 54.0

間接 0.4

 

工事請負 6,109 

未 成 工

事 受 入

金 

23

    

情 報 通 信

システム、

半導体、プ

リンタ、そ

の 他 の 製

造 及 び 販

売 

  

当 社 は 情

報 通 信 シ

ス テ ム 工

事 及 び 電

気 設 備 工

事 を 請 負

施 工 し て

おります。

ま た 前 記

工 事 に 関

連 す る 一

部 の 資 材

等 を 購 入

し て お り

ます。 

資材等の 

購入 
1,902 

支 払 手

形・工事

未 払 金

等 

859

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
工事請負、資材の購入については、当社と関係を有しない他の当事者の取引条件と同様に決定してお

ります。 
 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社等 

関係内容 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％)
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

取引の内容
取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

親会社 沖電気工 

業㈱ 

東京都 

港区 

76,940 兼任 

２人 

受 取 手

形・完成

工 事 未

収 入 金

等 

2,418

    

(被所有)

直接 54.0

間接 0.4

 

工事請負 4,796 

未 成 工

事 受 入

金 

17

    

情 報 通 信

システム、

半導体、プ

リンタ、そ

の 他 の 製

造 及 び 販

売 

  

当 社 は 情

報 通 信 シ

ス テ ム 工

事 及 び 電

気 設 備 工

事 を 請 負

施 工 し て

おります。

ま た 前 記

工 事 に 関

連 す る 一

部 の 資 材

等 を 購 入

し て お り

ます。 

資材等の 

購入 
2,167 

支 払 手

形・工事

未 払 金

等 

1,271

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
工事請負、資材の購入については、当社と関係を有しない他の当事者の取引条件と同様に決定してお

ります。 
 

（税効果会計） 
決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略いたします。  
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（有価証券関係） 
前連結会計年度（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

 取 得 原 価 連結貸借対照表 
計 上 額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
(１) 株     式 ４０９ １，１７６ ７６６ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ４９９ ５５３ ５３ 

小   計 ９０８ １，７２９ ８２０ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    
(１) 株     式 ― ― ― 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ― ― ― 

小   計 ― ― ― 
合   計 ９０８ １，７２９ ８２０ 

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
２８ １５ ― 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
ＭＭＦ ５０１百万円 
ＦＦＦ ３，２００百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ４７百万円 

 
 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額          （単位：百万円）

区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

(１)債券 ― ― ― ― 
(２)その他 ― １００ ― ― 
合  計 ― １００ ― ― 
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当連結会計年度（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

 取 得 原 価 連結貸借対照表 
計 上 額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
(１) 株     式 ３９６ １，０８３ ６８７ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ３９７ ５０７ １１０ 

小   計 ７９３ １，５９１ ７９７ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    
(１) 株     式 １６ １５ △   １ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 １０２ １０１ △   ０ 

小   計 １１８ １１６ △   １ 
合   計 ９１２ １，７０８ ７９５ 

(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 

 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
ＭＭＦ ９００百万円 
ＦＦＦ ２，８０３百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ４７百万円 

 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額          （単位：百万円）

区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

(１)債券 ― ― ― ― 
(２)その他 １００ ― ― ― 
合  計 １００ ― ― ― 

 
（デリバティブ取引関係） 
デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。 
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(退職給付関係) 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制

度を設けております。 
確定給付企業年金制度につきましては、ＯＫＩ企業年金基金が平成 17 年１月１日に設立さ

れており、当社はこれに加入しております。 
 

２．退職給付債務に関する事項                        （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

イ 退職給付債務 △ 5,566 △ 5,404 

ロ 年金資産 2,567 2,667 

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 2,998 △ 2,737 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 30 27 

ホ 未認識数理計算上の差異 967 657 

ヘ 未認識過去勤務債務（債務の減額） △   672 △   619 

ト 退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 2,673 △ 2,672 

 

前連結会計年度 

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり簡便法を採用しております。 

 

 
当連結会計年度 

同左 

 

 

３．退職給付費用に関する事項                        （単位：百万円） 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

イ 勤務費用 (注)２ 193 200 

ロ 利息費用 124 115 

ハ 期待運用収益 △   95 △   59 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 3 3 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 135 104 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △   52 △   52 

ト 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 308 311 

 

前連結会計年度 

（注）１．上記退職給付費用以外に割増退職金

34 百万円を支払っております。 

２．簡便法を採用している連結子会社の

退職給付費用は、勤務費用に計上して

おります。 

 

 
当連結会計年度 

（注）１．上記退職給付費用以外に割増退職金

6 百万円を支払っております。 

２．      同左 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 前連結会計年度 当連結会計年度 

イ 退職給付見込額の期間配

分方法 

ポイント基準又は期間定額基

準 

同左 

ロ 割引率 2.1％ 2.1％

ハ 期待運用収益率 4.0％ 2.3％

ニ 過去勤務債務の額の処理

年数 

14 年（発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により

費用処理しております。） 

同左 

ホ 数理計算上の差異の処理

年数 

14 年（各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。） 

同左 

ヘ 会計基準変更時差異の処

理年数 

一部の子会社が 15 年で処理し

ております。 

同左 

 

前連結会計年度 

（注）ポイント制退職金及びキャッシュ・バラ

ンス型年金制度に基づく退職給付見込

額の期間配分方法を期間定額基準から

ポイント基準へ変更しております。 

 
当連結会計年度 
― 

 
(１株当たり情報) 

前連結会計年度 当連結会計年度 
 
１株当たり純資産額 
 

 
1,102.35円 

 
１株当たり当期純利益金額 42.86円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
１株当たり純資産額 
 

 
1,133.00円 

 
１株当たり当期純利益金額 39.74円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

当期純利益(百万円) 517 479 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 517 479 

普通株式の期中平均株式数(株) 12,083,127 12,072,072 
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５．個別財務諸表等 

(１)貸借対照表 
  （単位：百万円）

前事業年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在）

当事業年度 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 
増 減 

年度別

 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

      
（ 資 産 の 部 ）   

％

  

％ 

 

Ⅰ 流 動 資 産        
現 金 預 金  １，５４３  ２，２１３  

受 取 手 形  １，０２６  ７２７  

完 成 工 事 未 収 入 金  ８，８７７  ９，３６０  

有 価 証 券  ３，８０１ ３，９０５  

未 成 工 事 支 出 金  ７７６  １，０９６  

材 料 貯 蔵 品  ２７８  １９１  

前 払 費 用  ４１  ４１  

繰 延 税 金 資 産  ２４９  ２７６  

そ の 他 流 動 資 産  ８６  ２４３  

貸 倒 引 当 金  △   ２５  △   ２７  

流 動 資 産 合 計  １６，６５５ ７０．８ １８，０２９ ７２．３ １，３７４

Ⅱ 固 定 資 産        

１ 有 形 固 定 資 産      

建 物 ９７１  １，０１４  

減 価 償 却 累 計 額 △  ４９９ ４７２  △  ５２８ ４８６  

構 築 物 １９  １９  

減 価 償 却 累 計 額 △   １５ ３  △   １５ ３  

車 両 運 搬 具 ０  ―  

減 価 償 却 累 計 額 △    ０ ０  ― ―  

工 具 器 具 ・ 備 品 ３２２  ３９３  

減 価 償 却 累 計 額 △  ２５２ ７０  △  ２５３ １３９  

土 地  ２，１６９  ２，１６９  

建 設 仮 勘 定  ― ５  

有 形 固 定 資 産 計  ２，７１６ １１．５ ２，８０５ １１．２ ８８

２ 無 形 固 定 資 産      

ソ フ ト ウ ェ ア  ５５  １８８  

施 設 利 用 権  ２４  ２４  

そ の 他 無 形 固 定 資 産  ５ ―  

無 形 固 定 資 産 計  ８５ ０．４ ２１２ ０．９ １２６

３ 投資その他の資産      

投 資 有 価 証 券  １，７７４  １，６５１  

関 係 会 社 株 式  ４９２  ５４０  

出 資 金  ２３  ２３  

長 期 貸 付 金  １  １  

従 業 員 長 期 貸 付 金  １７７  １４６  

長 期 滞 留 債 権  １８  １５  

長 期 前 払 費 用  ８  ７  

繰 延 税 金 資 産  ８２０  ７６７  

保 証 金  ３１８  ３１６  

保 険 積 立 金  ２４１  ―  

会 員 権  ２９０  ２８９  

そ の 他 投 資 等  ２  ２３７  

貸 倒 引 当 金  △  １１０  △  １１１  

投 資 そ の 他 の 資 産 計  ４，０５８ １７．３ ３，８８５ １５．６ △  １７２

固 定 資 産 合 計  ６，８６０ ２９．２ ６，９０３ ２７．７ ４２

資 産 合 計  ２３，５１６ １００．０ ２４，９３３ １００．０ １，４１７
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        （単位：百万円）

前事業年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在）

当事業年度 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 
増 減 

年度別

 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
      
（ 負 債 の 部 ）   

％

  

％ 

 

Ⅰ 流 動 負 債        

支 払 手 形  ８７７  ７９０  

工 事 未 払 金  ５，６２５  ６，５６１  

一年内返済予定長期借入金  ０  ０  

未 払 金  ７８ １９１  

未 払 費 用  ７３７  ７３２  

未 払 法 人 税 等  １７１  ２７９  

未 払 消 費 税 等  ２２７  ２２４  

未 成 工 事 受 入 金  ２７６  ３１２  

預 り 金  ６９  ４６  

前 受 収 益  ０  ０  

完 成 工 事 補 償 引 当 金  ７  ７  

工 事 損 失 引 当 金  ― ４９  

流 動 負 債 合 計  ８，０７２ ３４．３ ９，１９５ ３６．９ １，１２２

Ⅱ 固 定 負 債        

長 期 借 入 金  ０  ０  

退 職 給 付 引 当 金  ２，５８０  ２，５６７  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  １１０  ９９  

長 期 預 り 保 証 金  ２７  ２７  

固 定 負 債 合 計  ２，７１９ １１．６ ２，６９４ １０．８ △    ２４

負 債 合 計  １０，７９１ ４５．９ １１，８８９ ４７．７ １，０９７

   

（ 資 本 の 部 ）   

Ⅰ 資 本 金  ２，００１ ８．５ ― ― ―

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

１資 本 準 備 金 １，６００ ―  

資 本 剰 余 金 合 計  １，６００ ６．８ ― ― ―

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

１利 益 準 備 金 １７８ ―  

２任 意 積 立 金   

    特 別 償 却 準 備 金 １６ ―  

 別 途 積 立 金 ７，０００ ―  

３当 期 未 処 分 利 益 １，４５７ ―  

利 益 剰 余 金 合 計  ８，６５２ ３６．８ ― ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ４８５ ２．１ ― ― ―

Ⅴ 自 己 株 式  △  １５ △ ０．１ ― ― ―

資 本 合 計  １２，７２４ ５４．１ ― ― ―

負 債 資 本 合 計  ２３，５１６ １００．０ ― ― ―

   

（ 純 資 産 の 部 ）   

Ⅰ 株 主 資 本   

１資 本 金  ― ― ２，００１ ８．０ ―

２資 本 剰 余 金   

資 本 準 備 金 ― １，６００  

資 本 剰 余 金 合 計  ― ― １，６００ ６．４ ―

３利 益 剰 余 金   

 (1) 利 益 準 備 金 ― １７８  

 (2) その他利益剰余金   

    特 別 償 却 準 備 金 ― ２  

 別 途 積 立 金 ― ７，４００  

    繰 越 利 益 剰 余 金 ― １，４０７  

利 益 剰 余 金 合 計  ― ― ８，９８８ ３６．０ ―

４自 己 株 式  ― ― △  １７ △ ０．０ ―

 株 主 資 本 合 計  ― ― １２，５７３ ５０．４ ―

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等   

１ その他有価証券評価差額金 ― ４７０  

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  ― ― ４７０ １．９ ―

純 資 産 合 計  ― ― １３，０４３ ５２．３ ―

負 債 純 資 産 合 計  ― ― ２４，９３３ １００．０ ―
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(２)損益計算書 
  （単位：百万円）

前事業年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

増  減 

年度別 

 

 

科 目 金   額 百分比 金   額 百分比 金  額 増減比

   ％ ％ ％

Ⅰ 完 成 工 事 高  ２５，１９１ １００．０ ２５，７２６ １００．０ ５３５ ２．１

Ⅱ 完 成 工 事 原 価  ２０，８５５ ８２．８ ２１，４４１ ８３．４ ５８５ ２．８

完成工事総利益  ４，３３５ １７．２ ４，２８５ １６．６ △    ４９ △ １．２

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３，５８６ １４．２ ３，４８２ １３．５ △   １０３ △ ２．９

営 業 利 益  ７４９ ３．０ ８０３ ３．１ ５３ ７．２

Ⅳ 営 業 外 収 益   

受 取 利 息 ８ ９  

有 価 証 券 利 息 ４ １２  

受 取 配 当 金 ４６ ５４  

保 険 金 収 入 ２０ １４  

貸倒引当金戻入 １３ ―  

雑 収 入 ２９ １２２ ０．５ ２７ １１９ ０．５ △     ３ △ ２．８

Ⅴ 営 業 外 費 用   

支 払 利 息 ０ ０  

雑 支 出 １ １ ０．０ １ １ ０．０ ０ １２．２

経 常 利 益  ８７０ ３．５ ９２０ ３．６ ５０ ５．８

Ⅵ 特 別 利 益   

固定資産売却益 ７７ ―  

投資有価証券売却益 ２ ７９ ０．３ ― ― ― △    ７９ ―

Ⅶ 特 別 損 失   

固定資産除却損 ３ １０  

ゴルフ会員権評価損 ― ０  

貸倒引当金繰入額 ― ４  

特 別 退 職 金 ３１ ３４ ０．１ ６ ２０ ０．１ △    １４ △４０．５

税 引 前 当 期 純 利 益  ９１４ ３．７ ８９９ ３．５ △    １５ △ １．７

法人税、住民税及び事業税 ３５５ ４３０  

法人税等調整額 ６８ ４２３ １．７ ３６ ４６６ １．８ ４２ １０．１

当 期 純 利 益  ４９０ ２．０ ４３２ １．７ △    ５８ △１１．８

前 期 繰 越 利 益  １，０１４ ―  ―

中 間 配 当 額  ４８ ―  ―

当 期 未 処 分 利 益  １，４５７ ―  ―
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(３)利益処分計算書及び株主資本等変動計算書 

利益処分計算書 
 （単位：百万円）

前事業年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

年度別 

 

 

科 目 金   額 

  

 当 期 未 処 分 利 益 １，４５７ 

   

 任 意 積 立 金 取 崩 額  

  

特別償却準備金取崩額 ９ 
  
  

計 １，４６７ 

  

これを次のとおり 

     処分いたします 
 

  

 株 主 配 当 金 ４８ 

 （ 普 通 配 当 ） （１株につき４円） 

   

 別 途 積 立 金 ４００ 

  

 次 期 繰 越 利 益 １，０１８ 
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株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成 18 年４月１日 至平成 19 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 

準備金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金
特別 

償却 

準備金

別途 

積立金

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 2,001 1,600 1,600 178 16 7,000 1,457 8,652 △15 12,238

事業年度中の変動額     

剰余金の配当(注)   － △48 △48 △48

剰余金の配当   － △48 △48 △48

当期純利益   － 432 432 432

自己株式の取得   －  － △1 △1

特別償却準備金の取崩 

(注) 
  － △9 9 － －

特別償却準備金の取崩   － △3 3 － －

別途積立金の積立(注)   － 400 △400 － －

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

  －  － －

事業年度中の変動額合計 － － － － △13 400 △50 336 △1 334

平成 19 年 3 月 31 日残高 2,001 1,600 1,600 178 2 7,400 1,407 8,988 △17 12,573

 

 

評価・換算差額等 
 

その他 

有価証

券評価 

差額金 

評価・ 

換算 

差額等 

合計 

純資産

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 485 485 12,724

事業年度中の変動額   

剰余金の配当(注)  － △48

剰余金の配当  － △48

当期純利益  － 432

自己株式の取得  － △1

特別償却準備金の取崩 

(注) 
 － －

特別償却準備金の取崩  － －

別途積立金の積立(注)  － －

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

△15 △15 △15

事業年度中の変動額合計 △15 △15 319

平成 19 年 3 月 31 日残高 470 470 13,043

(注)平成 18 年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(４)重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)未成工事支出金  個別法による原価法 

(2)材料貯蔵品  総平均法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産  定率法（ただし、平成 10 年度以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法）によっております。 

(2)無形固定資産  定額法によっております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(3)長期前払費用  均等償却によっております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(2)完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業

年度末に至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補

償額に基づいて計上しております。 

(3)工事損失引当金  受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度

末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高く、

かつ金額を合理的に見積ることができる場合に、その損

失見込額を計上しております。 

(4)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法によ

り費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

(5)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

 

５．完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっておりますが、長期大型（工期が 24 ヵ月を超え、請負金額が 2 億円超）

の工事については、工事進行基準によっております。 

なお、工事進行基準によった完成工事高は、323 百万円であります。 
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６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(５)重要な会計方針の変更 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号 平成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、13,043 百万円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。 

   
(６)表示方法の変更 

 

（貸借対照表関係） 

前事業年度において区分掲記しておりました投資その他の資産の「保険積立金」（当事業年

度 235 百万円）は、資産総額の 100 分の 1 以下であり重要性がないため、当事業年度より投資

その他の資産の「その他投資等」に含めて表示しております。 

  
(７)注 記 事 項 

 

（貸借対照表関係） 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

１．関係会社に対する金額 

受取手形及び完成工事未収入金 ― 2,455 百万円 

完成工事未収入金 2,711 百万円 ― 

支払手形及び工事未払金 ― 2,610 百万円 

支払手形 298 百万円 ― 

工事未払金 1,939 百万円 ― 

２．会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数 

会社が発行する株式の総数 普通株式 40,000 千株 普通株式 40,000 千株 

発行済株式総数 普通株式 12,100 千株 普通株式 12,100 千株 

３．自己株式の保有数 普通株式   26 千株 普通株式   29 千株 

４．事業年度末日満期手形 

事業年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が当事業年度末日の残

高に含まれております。 

受取手形 ― 18 百万円 

 

（損益計算書関係） 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

１．関係会社との取引に係る金額 

完成工事高 6,373 百万円 ― 

受取配当金 32 百万円 38 百万円 

２．一般管理費に含まれる研究開発費 92 百万円 88 百万円 
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（有価証券関係） 

前事業年度（平成 18 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

(８)そ の 他 

１．役員の異動  

未定であります。 

 

２.受注工事高及び完成工事高の状況 

 
 《連結》完成工事高  

    （単位：百万円）

前連結会計年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

当連結会計年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

増   減 

年度別 

 

 

区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 
  ％  ％  ％

情報通信システム部門 １６，６８２ ６３．３ １７，４２７ ６０．８ ７４４ ４．５

電 気 設 備 部 門 ９，５０７ ３６．０ １０，９８０ ３８．４ １，４７２ １５．５

そ の 他 １９２ ０．７ ２１６ ０．８ ２４ １２．６

計 ２６，３８２ １００．０ ２８，６２４ １００．０ ２，２４１ ８．５

 
   

 《単独》完成工事高  
    （単位：百万円）

前事業年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

増   減 

年度別 

 

 

区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 
  ％  ％  ％

情報通信システム部門 １５，９０７ ６３．１ １５，０２６ ５８．４ △  ８８０ △ ５．５

電 気 設 備 部 門 ９，２８４ ３６．９ １０，７００ ４１．６ １，４１５ １５．２

計 ２５，１９１ １００．０ ２５，７２６ １００．０ ５３５ ２．１

    

 《単独》受注工事高  
    （単位：百万円）

前事業年度 

自 平成 17 年 4 月 1 日 

至 平成 18 年 3 月 31 日 

当事業年度 

自 平成 18 年 4 月 1 日 

至 平成 19 年 3 月 31 日 

増   減 

年度別 

 

 

区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 
  ％  ％  ％

情報通信システム部門 １５，６５４ ５６．５ １５，２３４ ５７．８ △  ４１９ △ ２．７

電 気 設 備 部 門 １２，０２８ ４３．５ １１，１３０ ４２．２ △  ８９８ △ ７．５

計 ２７，６８３ １００．０ ２６，３６４ １００．０ △１，３１８ △ ４．８
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